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Ｇ20エネルギー環境大臣会合の概要 

日 時 ： 令和元年６月15日（土）～16日（日） 

場 所 ： 長野県軽井沢町 

参加国：G20各国、EU及び招聘国の関係閣僚 

        
• 本会合の成果物として、議論の内容をまとめたコミュニケ、及び３つのアクション
プラン（軽井沢イノベーション・アクションプラン、海洋プラスチックごみ対策実施
枠組、適応アクションアジェンダ）が採択された。 
 

• 特にコミュニケについては、２０ヶ国として気候変動分野を始め、一致したメッ
セージを発出し、「環境と成長の好循環」という１つのコンセプトに２０ヶ国が全体
で合意できた。また、海洋プラスチックごみに関し、各国が自主的な対策を実施
し、その取組を継続的に報告・共有する実効性のある新しい枠組が合意された。 
 

• これら成果については、今月末のＧ２０大阪サミットの議論に繋げ、世界が一丸
となって地球規模の環境課題の解決に向けた取組を一層前進させるよう、引き
続き全力取り組んで行く。 
 

主な成果 

開催概要 
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日 時 ： 令和元年６月28日（金）～29日（土） 

場 所 ： 大阪府大阪市 

参加国： Ｇ２０各国、EU及び招聘国の首脳 

        
①総論： 
・「環境と成長の好循環」がイノベーションを通じて行われるパラダイム・シフトが必要とされて
いること等を確認。 
 

②気候変動： 
・イノベーションの促進、非国家主体の参加促進、緩和・適応・環境保護・強じんなインフラの
連携強化を確認。 
・パリ協定については、「同協定の完全な履行についてのコミットメントを再確認する」という
文言が入った一方、米国については「同協定から脱退するとの決定を再確認する」の表現。 
 

③海洋プラスチックごみ 
・２０５０年までに汚染をゼロにすることを目指す「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」をＧ２０首
脳間で共有 
・「Ｇ２０海洋プラスチックごみ対策実施枠組」を承認。 

開催概要 

環境分野の主な成果 

Ｇ２０大阪サミットの成果について 

２ 



「我々は、議長国を務める日本の下でＧ２０資源効率性対話のロードマップが策定されることを期待する。」 

Ｇ２０大阪サミットの成果について③ 

G20海洋プラスチックごみ対策実施枠組 

・G20持続可能な成長のためのエネルギー転換と地球環境に関する関係閣僚会合で採択 

大阪ブルー・オーシャン・ビジョン 

「社会にとってのプラスチックの重要な役割を認識しつつ、改善された廃棄物管理及び革新
的な解決策によって、管理を誤ったプラスチックごみの流出を減らすことを含む、包括的なライ
フサイクルアプローチを通じて、２０５０年までに海洋プラスチックごみによる追加的な汚染をゼロ
にまで削減することを目指す。」 

「我々はまた、「Ｇ２０海洋プラスチックごみ対策実施枠組」を支持する。」 

・G20首脳が、共通のグローバルなビジョンとして共有 
・他の国際社会のメンバーにもビジョンを共有するよう求める 

資源効率性対話 

・実施枠組の成果の共有の場として活用 
・軽井沢での大臣会合でＧ２０資源効率性対話のロードマップを策定することに合意、 
 この合意を、サミットでも承認 

(1) Ｇ２０各国は、以下のような自主的な取組を実施し、効果的な対策と成果を共有、更新 
 ①適正な廃棄物管理、②海洋プラスチックごみの回収、③革新的な解決策（イノベーション）の展開、 
 ④各国の能力強化のための国際協力など 
(2) Ｇ２０各国は、協調して、①国際協力の推進、②イノベーションの推進、③科学的知見の共有、 
 ④多様な関係者の関与と意識向上等を実施するとともに、Ｇ２０以外にも展開 

・上記を、 G20首脳が承認 
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Ｇ２０における海洋プラスチック問題の成果について 



【HLPF概要】 

 2030アジェンダ及びSDGsのフォローアップとレビューの中心的なプラットフォーム。 

 経済社会理事会（ECOSOC）の下、毎年、SDGsの進捗状況について、テーマ別会合

（テーマに関するレビュー）、分野別会合（ゴール別のレビュー）、地域レビュー、自発的

国家レビュー（VNR）、などが行われる。 

 国連総会の下、首脳会合を4年に一度開催される（今年）。 

【日程】 

 7月9日～18日開催（16日～18日は閣僚級会合） 

 9月24日～25日（首脳級SDGサミット、4年に1度開催） 

【場所】 国連本部、ニューヨーク 

【テーマ】 「人々の地位向上と、包摂性と衡平性の確保」 

【レビュー対象ゴール】 

ゴール４（教育）、８（働きがいと経済成長）、１０（不平等）、１３（気候変動）、１６（平和）、 

１７（パートナーシップ） 

【自主的国家レビュー（VNR）】 

５１ヵ国（１０ヵ国が2回目） 

イギリス、フランス、インドネシア、フィリピン 

など 

ハイレベル政治フォーラム2019 
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【持続可能な開発のためのハイレベル政治フォーラム（HLPF）サイドイベント】 

●サイドイベントタイトル：「地域における脱炭素化の実現とＳＤＧｓのローカライゼーションに向けて。 

               包括的な地域循環共生圏の実現」 

 日時：２０１９年７月１５日（月） １１：３０～１３：００ 

 場所：ジャパンソサエティ Murase room 

 主催・共催：日本国（環境省、内閣府、外務省）、 

       国連大学サステイナビリティ高等研究所（UNU-IAS）、 

                    公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES） 

 主な発表者：川久保 俊 法政大学准教授、森 雅志 富山市長、竹本和彦 国連大学サステイナビリ    

       ティ高等研究所所長、藤野純一 地球環境戦略研究機関 都市タスクフォース プログラム    

       ディレクター、ルイサ・サルゲイロ ポルトガル・マトシンホス市長、ステファノ・マ   

       ルタ ＳＤＧｓへの地域的アプローチ コーディネーター（経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）） 

サイドイベントの様子 発表者で記念撮影 5 

ＨＬＰＦ２０１９サイドイベント：ＳＤＧｓ未来都市の国際的な発信 



国連気候行動サミット及び関連イベント等の結果概要 
（９月２２～２５日、ニューヨーク国連本部等） 

        
• ８カ国・地域の環境大臣及び４つの国際機関の代表*等とバイ会談を行い、気候

変動対策のほか、Ｇ２０の成果を踏まえた海洋プラスチックごみ対策、生物多様
性などについて幅広く意見交換。 

  （*チリ、ブラジル、タイ、ドイツ、米国、コスタリカ、 

   フィンランド、ＥＵ、地球環境ファシリティ、  

    世界経済フォーラム、国連防災機関、アップル社） 

 

 

• アジアの再エネ促進に関するワーキング朝食会では、環境と経済の好循環を実
現し、技術イノベーションを進める我が国の取組や国際的な取組の状況を説明。 
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• 都市の脱炭素化に関するサイドイベントでは、
２０５０年までの脱炭素化を目指す我が国の
先進的な都市の取組を紹介し、我が国として
気候変動の問題に取り組んでいく決意を表明
。 都市の脱炭素化に関するサイドイベント 

チリ環境大臣（COP25議長）との会談 



国連気候行動サミット及び関連イベント等の結果概要② 
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Climate Youth Japanほか若者との面会 

• フロンの回収破壊システムの国際展開
や大気汚染対策に関する取組（クリーン・
エア・イニシアティブへの参加等）に加え
、 長期的に脱炭素化の実現を目標とす
ることを宣言した国々の集まりである「炭
素中立性連合」への参加をアピール。 

 

• 国連ユースサミットに日本から参加した 
若者と面会し、若者の意見を受けた気候
変動対策のあり方について議論。 

気候と大気浄化コアリション会合 

• 気候変動イニシアティブ（JCI）主催レセプションへの出席や、日本気候リーダー
ズ・パートナーシップ（JCLP）との懇談を通して脱炭素社会に向けた国内外の
企業関係者の取組について聴取、意見交換。 



日 時 ： 令和元年10月8日（火）～10日（
木） 

場 所 ： カンボジア（シェムリアップ） 

概要：佐藤副大臣より、「日ASEAN環境協力イ

ニシアティブ」に基づいた包括的な環境協力の
実施、「海洋プラスチックごみナレッジセンター」
の立ち上げ、新たな代替フロン対策及び環境
技術実証の協力の提案を行い賛同を得た。 

第16回ＡＳＥＡＮ＋３環境大臣会合及び初開催となる日ＡＳＥＡＮ環境閣僚対話 
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日 時 ： 令和元年10月28日（月）～31日（
木） 

場 所 ： ベトナム（ハノイ） 

概要：八木政務官より、今後のESTの方向性や
JCM等を活用したプロジェクトについて発表・提
案を行い、アジア22ヶ国の賛同を得た。併せて、
ADBやベトナム等とバイ会談を行い、ESTや海洋
プラスチックごみ等への連携・協力を確認した。 

第12回アジア環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）地域フォーラム 



日中韓三カ国環境大臣会合（TEMM） 

TEMMとは 三カ国の環境大臣が、地域及び地球規模の環境問題に関して率
直な意見交換を行い三カ国の協力関係を強化することを目的とし
た枠組。環境大臣出席のもと、1999年より途切れることなく毎年

持ち回りで開催。今年度は福岡県北九州市において令和元年
11/23（土）・11/24（日）に第２１回会合（TEMM21）を開催予定。 

 

日中韓３か国共同行動計画（Tripartite Joint Action Plan, TJAP)（2015年～2019年）優先
９分野 
①大気環境改善  
②生物多様性  
③化学物質管理と環境に係る緊急時対応  
④資源循環利用/３R/電気電子機器の越境移動  
⑤気候変動対策  
⑥水及び海洋環境保全  
⑦環境教育、人々の意識向上及び企業の社会的責任  
⑧地方環境管理  
⑨グリーン経済への移行 

TEMMの内容 ○ＴＥＭＭの今後の方向性に関する議論 

○日中韓環境協力のレビュー及び展望 

○共同コミュニケの採択    ほか 

※ ＴＥＭＭ期間中に日中、日韓のバイ会談を開催。 

日中韓三カ国共同行動計画（TJAP:2015-2019）優先９分野 
 
① 大気環境改善（PM2.5を含む）  

② 生物多様性（ヒアリ等外来種対策含む） 

③ 化学物質管理・緊急時対応  
④ 資源循環利用/３Ｒ/電気電子機器廃棄物の越境移動  
⑤ 気候変動対策  

⑥ 水及び海洋環境保全 （マイクロプラスチック等海洋ごみ対策を含む） 

⑦ 環境教育、人々の意識向上及び企業の社会的責任  
⑧ 地方環境管理  
⑨ グリーン経済への移行 

ＴＥＭＭ20（2018年６月23日～24日、
中国・蘇州市）の様子 

９ 

＜参考＞ 



COP25について 

気候変動枠組条約に基づく第25回目の締約国会合（COP） 

○開催国：スペイン（マドリッド） 

○開催日時：令和元年12月2日(月)～13日(金) 

概要 

(1) パリ協定６条（市場メカニズム）に係る実施指針 

(2) 野心の引き上げ   

(3) 他の交渉議題 

・ ロス＆ダメージ   に関するワルシャワ国際メカニズムのレビュー、CTF（NDC見直しに関
するタイムフレーム）、適応に関する資金、 IPCC特別報告書 

※1 気候変動の悪影響に伴う損失及び損害 

※2 土地関係特別報告書及び海洋・雪氷圏特別報告書。それぞれ、IPCC第50回総会（2019年8月）、第51回
総会（同9月を予定）において報告書を承認、公表。 

(4) 議長国チリが重視するテーマ 

   ・ 海洋、南極、再生可能エネルギー、森林・生態系・生物多様性、電気自動車 等 

議題 
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＜参考＞ 



お問合せ先： 

2. 事業内容 

3. 事業スキーム 

1. 事業目的 

「補助対象」、「委託
内容」、「活用事例」、
「事業イメージ」の中
からタイトルを選択。 
［ﾒｲﾘｵ、太字、14pt］ 

事業の目的を箇条書きで
記載 
［ﾒｲﾘｵ、標準、12pt］ 

事業名を記載 
［ﾒｲﾘｵ、太字、18pt］ 

事業のポイントを簡潔に
記載 
［ﾒｲﾘｵ、太字、14pt］ 

予算額を記載 
【令和２年度要求額  0,000百万
円（0,000百万円）】 
［ﾒｲﾘｵ、標準、13pt］ 

事業内容を説明。冒頭で手短に、事業の背
景について触れること。 
［ﾒｲﾘｵ、標準、11 or 12pt］ 

■実施期間 

■事業形態 

図・写真等を交えつつ、
このスペースに納まる
よう記述 

 
小見出し［ﾒｲﾘｵ、濃青
緑、太字、12pt］ 

 
本文［ﾒｲﾘｵ、標準、
12pt］ 

問い合わせ先を記載 
環境省 ○○局 ○○課 
○○室 電話：03-
5521-xxxx 
［ﾒｲﾘｵ、太字、12pt］ 

以下から選択： 
請負事業／委託事業／直接補助事業／直接
補助事業（基金）／間接補助事業／交付金
／交付金（基金） 

※ 補助事業の場合は補助率も記載 
※複数の事業種別がある場合や特殊なス
キームの場合は、適宜記載 
［ﾒｲﾘｵ、標準、12pt］ 

「■選択」の欄は、事業形態に合わ
せ、以下の様に記載 
①請負事業：■請負先 
②委託事業：■委託先 
③補助事業：■補助対象 
④交付金： ■交付対象 
［ﾒｲﾘｵ、標準、12pt］ 

以下から選択： 
民間事業者・団体／非営利団体／大
学／研究機関／地方公共団体一般／
都道府県／市区町村 
［ﾒｲﾘｵ、標準、12pt］ 

4.  

環境で地方を元気にする地域循環共生圏づくりプラットフォーム事業費 

事業イメージ 

共同実施／請負事業 

 「第五次環境基本計画」（平成30年４月閣議決定）では、地域の活力を最大

限に発揮する「地域循環共生圏」の考え方を新たに提唱した。これを受け、地

域循環共生圏づくりプラットフォームを構築し、①～④の業務を行う。 

①地域循環共生圏の創造に向けて取り組む地域・自治体の人材の発掘、地域の 

 核となるステークホルダーの組織化や、事業計画策定に向けた構想の具体化 

 などの環境整備を推進する。 

②地域・自治体が、地域の総合的な取組となる事業計画を策定するにあたって、 

 必要な支援を行う専門家のチームを形成し派遣する。 

③先行事例を詳細に分析・評価し、その結果を他の地域・自治体に対して 

 フィードバックすることにより、取組の充実を促す。 

④都市部のライフスタイルシフト等に向けた戦略的な広報活動（シンポジウム 

 の開催、国内外への発信）等を実施することにより、取組の横展開を図る。 

 

 

① 地域循環共生圏創造に向けた環境整備 

② 地域循環共生圏創造支援チーム形成 

③ 総合的分析による方策検討・指針の作成等 

④ 戦略的な広報活動 

地域循環共生圏の創造を強力に推進するため、地域循環共生圏づくりプラットフォームを構築します。 

【令和２年度要求額 500百万円（500百万円）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方公共団体／民間事業者・団体 

令和元年度～令和５年度（予定） 

環境省大臣官房環境計画課 電話：03-5521-8328 

■共同実施先・請負先 

地域循環共生圏 

民間団体 
地域循環共生圏づくり
プラットフォーム 

地域 
・ 

自治体 

事業スキーム 

環境
省 

NPO/NGO 等 経営の専門団体 … 

請
負 

支援 

派遣指示 登録 
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【北海道】 
・長沼町（北海道夕張群長沼町） 

【宮城県】 
・一般社団法人 Reborn-Art Festival 
（宮城県石巻市） 
・一般社団法人 サスティナビリティセンター 
（宮城県本吉郡南三陸町） 

【静岡県】 
・浜松市（静岡県浜松市） 
・伊豆半島ジオパーク推進協議会 
（静岡県伊豆半島15市町（沼津市、熱海市、三島市、 
伊東市、下田市、伊豆市、伊豆の国市、賀茂郡東伊豆町、 
河津町、南伊豆町、松崎町、西伊豆町、田方郡函南町、 
駿東郡長泉町、清水町）） 
・富士宮市（静岡県富士宮市） 
・裾野市深良地区まちづくりコンソーシアム（静岡県裾野市） 

【長野県】 
・根羽村 
（長野県下伊那郡根羽村） 
・一般社団法人 スマート・
テロワール協会 
（長野県上高井郡小布施町） 

【熊本県】 
・小国町〈熊本県〉 
（熊本県阿蘇郡小国町） 
・熊本県、南阿蘇村 
（熊本県阿蘇郡南阿蘇村） 

【岡山県】 
・真庭市（岡山県真庭市） 
・エーゼロ 株式会社 
（岡山県英田郡西粟倉村） 

【鹿児島県】 
・奄美市（鹿児島県奄美市） 
・徳之島地区自然保護協議会 
（鹿児島県大島郡徳之島町） 

【徳島県】 
・コウノトリ定着
推進連絡協議会 
（徳島県徳島市） 

【大阪府】 
・環境アニメイティッドやお 
 （大阪府八尾市） 

【滋賀県】 
・認定特定非営利活動法人 まちづくりネット
東近江〈東近江市環境円卓会議事務局〉 
（滋賀県東近江市） 

【岩手県】 
・特定非営利活動法人 仕事人倶楽部 
（岩手県北岩手９市町村(久慈市、二戸
市、九戸郡軽米町、洋野町、九戸村、野
田村、二戸郡一戸町、岩手郡葛巻町、下
閉伊郡普代村）） 

【神奈川県】 
・小田原市（神奈川県小田原市） 

【富山県】 
・国立大学法人 富山大学 
 （富山県富山市） 

【島根県】 
・AMAホールディングス 株式会社 
（島根県隠岐郡海士町） 

【福岡県】 
・宗像国際環境会議実行委員会 
（福岡県宗像市） 
・一般社団法人 九州循環共生協議会 
（福岡県朝倉市） 

【三重県】 
・おわせSEAモデル協議会 
 （三重県尾鷲市） 

【京都府】 
・亀岡市 
（京都府亀岡市） 

【兵庫県】 
・公益財団法人 地球環
境戦略研究機関
〈IGES〉 
（兵庫県宝塚市、川西市、
川辺郡猪名川町） 

【佐賀県】 
・鹿島市ラムサール条約推進協議会 
（佐賀県鹿島市） 

【和歌山県】 
・みなべ・田辺地域世界農業遺産推進協議会 
（和歌山県田辺市、日高郡みなべ町） 
・那智勝浦町（和歌山県東牟婁郡那智勝浦町） 

【福島県】 
・会津森林活用機構 株式会社、 
会津地域森林資源活用事業推進協議会 
（福島県会津地域13市町村（喜多方市、会津若松市、 
耶麻郡西会津町、磐梯町、猪苗代町、北塩原村、 
河沼郡会津坂下町、柳津町、湯川村、大沼郡三島町、 
金山町、会津美里町、昭和村）） 

【奈良県】 
・奈良市（奈良県奈良市） 

【沖縄県】 
・宮古島市（沖縄県宮古島市） 
・国頭村（沖縄県国頭郡国頭村） 

【石川県】 
・七尾街づくりセンター株式会社 
 （石川県七尾市） 

R1地域循環共生圏づくりプラットフォームの構築に向けた地域循環共生圏の創造に
取り組む活動団体の選定団体（計３５団体） 
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地域循環共生圏WEBページについて 

URL : https://www.env.go.jp/policy/chiikijunkan/platform 

■地域循環共生圏の普及を推進するため、令和元年９月30日にウェブサイトをオープン 

＜掲載済のコンテンツ＞ 
 

○実践地域等登録制度 

 地域循環共生圏のコンセプトに基づき、地域循
環共生圏を構築・創造している／したい地域・団
体を登録し、事務局からのメール配信やウェブ上
での地域や団体間の交流、ネットワーク形成の促
進、開催する関連イベント・シンポジウムの情報提
供、相談などのサポートを行う 

 

○事業紹介 

 本事業の紹介、今年度採択された35団体の
活動概要の掲載など 

 

 

 

今後、人材リストや民間企業等のデータベースな
ど、順次コンテンツを追加予定 
 

13 


